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緒扇

2011年 3月 11日14時46分頃震央が三陸沖を震源と

するマグニチュード 9.0の巨大地震が発生し(震源の深さ

は約 24km)，宮城県栗原市で震度 7，宮城県，福島県，茨

城県，千葉県の4県37市町村で震度6強を観測したほか，

北海道から九州までの広い地域で最大震度6弱から 1を観

測した(気象庁技術報告， 2012). 地震の揺れによる直接

的な被害に加えて，巨大津波によって青森県，岩手県，宮

城県福島県，茨城県や千葉県の太平洋沿岸地帯は大きな

被害を受けた.さらに，津波や地震によって制御機能が損

なわれた福島第一原子力発電所からは放射性物質が放出さ

れ，周辺地域はもとより広範囲に放射能汚染が広がる事態

を招いた.多くの人命が失われ，家屋や仕事を失い，心な

い風評被害も発生して被災地の人々に計り知れない心的，

肉体的な苦労をもたらし産業や経済に大きな影響を与えた

(気象庁技術報告， 2012; (独)国立精神・神経医療研究セ

ンター， 2013). 

園芸学会は， 20日年3月に宇都宮大学で開催される予

定であったが(金浜耕基・園芸学会会長，片岡郁夫・同副

会長，いずれも当時)，開催中止を余儀なくされた.当時は，

震災によって園芸産業にどのような影響があったのか，状

況把握すら困難であり復興支援の手掛かりが掴めない状況

であった.同年9月の園芸学会・秋季大会(会場;福井県

立大学)において，被災地における野菜産業の被害状況と，

復旧・復興に向けた活動の現状報告のシンポジウムが開催

され，野菜産業におけるほ場や設備など施設の被災状況の

報告があり，復興に向けての支援方法に関する意見交換が

2014年 5月26日受付 2014年6月20日受理.

本発表の一部は園芸学会平成24年度秋季大会および平成25年
度秋季大会で発表した.
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行われた.

東日本大震災が発生してから 2年が経過し，園芸産業の

復興を再考するため， 2013年園芸学会・秋季大会(会場;

岩手大学)において，花き園芸産業の復興を検証するシン

ポジウムが開催された. この中で，花き生産者の被災概況

のほか，津波被害を受けても生き残った植物と地元の人々

との心の結びつきについての報告も行われた.

これらのシンポジウムを通して，東日本大震災による園

芸産業への被害は甚大であり， 2年経過後も完全に復興し

たとはいえない状況であることが明らかになった.

今後の復旧・復興の支援を行うに当たっては，園芸作物

ごとの被災状況を把握したうえで， どのような復興対策が

行われたかについてまとめ，決して風化させることのない

ようにすることが重要である.

そこで，本総説ではごく限られた地域の事例で、はあるが，

震災から 3年間における野菜産業(岩崎)と花き産業(田

淵)について， 2014年4月までの 3年間に把握し得る被

災状況，今後の復興への展望について借越ながら分担して

まとめてみることとした.内容は筆者らが直接関わったり，

見聞きした範囲に限られてしまわざるを得なかったことを

お許し願いたい.

なお，気象庁では，園内史上最大規模の地震であったこ

の地震を「平成 23年 (2011年)東北地方太平洋沖地震」

と命名し，平成 23年4月 1日にはこの地震による災害に

ついて「東日本大震災j と呼ぶことが閣議決定されている

(気象庁技術報告， 2012). 本報告は地震による災害の現状

と復興活動について述べたものであるので， I東日本大震

災」あるいは「震災」と呼ぶこととした.

1.野菜産地の被害状況および復旧復興に向けたあ

ゆみと取り組み

1)概況

東北地方の太平洋側は冬季の日照時聞が多く，この気象
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条件を活かした園芸品目の生産が盛んで古くから施設園芸

の産地が形成されてきた.しかし，震災の地震と津波によっ

て甚大な被害を受けた(岩崎・大沼， 2012;岩崎， 2013;菊

地， 2013). 震災発生から 2年が経過し，農地や農業施設

が復旧し経営を再開した生産者も少なくない(大泉， 2013). 

また，新たな生産効率の高い生産方法を模索し，導入の動

きも見られる(伊東， 2013) 

(1 )宮城県亘理地域(亘理町，山元町)の状況

全国屈指のイチゴの産地である宮城県亘理町，山元町で

は栽培面積96.1haのうち 91.4ha (95%)が津波の被害を

受けたが，被災した生産者のうち， 16.5%が20日年 11月

から出荷を再開することができた.

(2)宮城県石巻地域(石巻市，東松島市)の状況

県北部の沿岸部に位置する石巻地域は，都市近郊型園芸

地帯としてトマトやキュウリの生産施設が建ち並ぶ地域で

あったが，津波によって大きな被害を受けた. JAいしの

まきで、は園芸ノ、ウスを建設し，農事組合「イグナルファー

ム」と「スマイルファーム石巻」が経営を再開している(岩

崎， 2013). さらに， 2014年度には津波の被害を受けた若

手生産者が中心となって石巻市施設園芸団地を建設し，ハ

ウス面積 6ha (23戸)でトマト キュウリおよびイチゴ

を生産することになっている(私信).

(3)岩手県南部沿岸地域(陸前高田市，大槌町)の状況

岩手県南部沿岸地域は，平地が少なく園芸作物に取り組

む農家は多くなかった.震災後はイチゴやトマト，キュウ

リなどの園芸作物の栽培努力が進められている.また，

I(有)グランパファーム」の野菜水耕栽培のドームハウス

が稼働している(私信). 

(4)福島県(放射能汚染)の状況

福島県では地震，津波による被害に加え， これらに端を

発した東京電力福島第一原子力発電所の事故により，放射

性物質の広範囲の拡散を引き起こした.汚染が深刻な地域

では，避難により営農活動を断念せざるを得ず，作付け可

能な地域でも収穫物への放射性物質の移行の不安，被爆の

問題を抱えながら営農活動を行っている.また，福島県産

農産物の風評被害による販売環境の悪化という困難な問題

に直面している(伊東， 2013). 

2)復興支援に向けた研究機関，研究者の取り組み

(1 )被災県の研究機関での取り組み

宮城県農業・園芸総合研究所では，復旧・復興の拠点と

して，必要な技術の開発に取り組んでいる.主な内容は①

海水流入農地の実態把握と早期改善，②津波被災水田の実

態調査と除塩法・栽培管理技術の確立，③耐塩性作物によ

る早期経営改善対策，④現場に適した技術開発による産地

の復興支援，⑤農業経営の実態把握と地域農業の再生対策

などである.

(http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/res _ center/revival.html) 

岩手県農業研究センター・南部園芸研究室では，陸前高

田市の農業生産法人「アグリランド高田」に対して，イチ

ゴ高設栽培の導入と栽培技術指導を行い，生産されたイチ

ゴは「復興イチゴ」として好評を博している.

福島県農業総合センターでは， 2011年3月末までに放射

性物質対策チームを設立し，いわゆる 17つの柱J(農用

地土壌の放射性物質の分布状況などを含む7項目(佐藤，

2012)を中心に据えて，対策技術の開発に取り組んでいる

(伊東， 2013). 放射性セシウムについては農作物の種類に

より吸収しやすさが異なること，性質の似ているカリウム

が存在すると吸収が抑制されることが明らかにされている

(小林ら， 2011;村山， 2013;斉藤・高橋， 2013). 

(2)農研機構での取り組み

震災後直ちに対策本部が設置され，復旧・復興に有効な

技術を抽出・整理し，解説を加えて公表した(復興のため

の研究プロジェクト「食料生産地域再生のための先端技術

展開事業，略称:先端プロJ).

(http://www.s.a妊i:c.go.jp/docs/sentan_gijyutu.htm). 

このプロジェクトでは，被災地域を新たな食料生産地域

として再生するため，復興地域の特色を踏まえつつ，先端

的な農林水産技術を駆使した大規模実証研究を推進するこ

とを目標にしている. 2012年度から 2017年度までに「生

産コストの 5割削減または収益率2倍化」を主な政策に掲

げ，宮城県内に「農業・農村型J(後に岩手県と福島県に

も設置)，岩手県内に「漁業・漁村型」の研究・実証地区

を設立し，実施と検証を行っている.

施設園芸分野では，山元町に大型施設 (7，200m2)を建設，

イチゴ高設栽培とトマト低段栽培の実証研究を行っている

(高市， 2013a， b). 露地野菜分野では，耐塩性の強いアス

パラガスなどや特産品目の生産，加工，機械化技術の実証

の他，畑地用地下濯甑システム (OPSIS)による露地野菜

の実証研究を行っている.

岩手県版農業・農村型では「中山間地域における施設園

芸技術の実証研究」と「ブランド化を促進する野菜の生産・

加工技術の実証研究」を行っている.前者は中山間地域で

のイチゴとトマトの施設園芸を対象とし，後者では露地キュ

ウリと冬春キャベツの高品質生産，高収益栽培体系を確立

した営農モデ、ルを構築し産地ブランド化を目指している.

福島県版農業・農村型では「野菜栽培による農業経営を

可能とする生産技術の実証研究」について取り組んでいる.

種苗の供給産地であった太平洋沿岸の浜通り地域では，最

先端種苗産業を育成するために LED光による育成効率向

上や環境ストレス耐性を備えた苗の育成，高濃度炭酸ガス

や温湯，紫外線処理による病害抵抗性苗などの実証を行う.

また，育苗施設内の放射性セシウムのモニタリング技術，

放射性物質除去システムの開発・導入による安全性確保を

確立する.

(3)宮城県E理町，山元町におけるイチゴ産地復興支援

「イチゴ高設栽培システムの標準仕様の策定」の実証に

は，津波による土壌の塩類集積を避けるために高設栽培が

有効であると判断し，導入に際しては栽培システムの効率
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的利用を進めた 13理町では共通仕様のシステムを，山元

町では震災前から利用されている K社のシステムを導入

することになった.前者のシステムは，ヤシ殻繊維などを

充填した発泡スチロール製プランタを並べた栽培ベッド，

点滴潅水チューブと給液装置で構成され， クラウン加温シ

ステム(第 l図)が装備されている(岩崎， 2014;漆山，

2013) . この栽培システムは，土壌病害による被害の拡大

を抑制し，排水が滞留せず防根シートの目詰まりによる排

水不良が生じないなどの効果がある.

2. 花き産地の被害状況および復旧・復興に向けた

あゆみと取り組み

花き産業に及ぼした被害については， 3年経過した現在で

も情報量や関連した文献が非常に少なく，シンポジウムで初

めて公にされた事例も多いのが現状である.従って，一部は

新聞記事やミニコミ紙による紹介もあるがご容赦願いたい.

1)宮城県における，花き産業の被害状況および宮城県農

業・園芸総合研究所の復旧・復興に向けた取り組み

(1)花き類全般

地震や津波による宮城県の農業関連被害額の合計は，

2013年3月 11日現在，約 5，450億円でその内の約 5，120

億円は津波被害である(鈴木， 2013). 品目別で見ると，

キクではハウスの流失に加えて附属施設の配電装置が損壊

し，停電により電照が切れて使えなくなった結果，花芽が

異常着生する被害があった.カーネーションやガーベラで

は，津波によりハウスや附属施設の流失，損壊による停電

や断水の被害があった.パラでは，津波によるハウスの流

失，損壊の他にベンチの倒壊，停電により病害虫防除がで

きず，病害が発生して品質が著しく低下する被害があった.

トルコギキョウで、はノ、ウス内に附属施設などから大量の重

油やガソリンが流入し，深刻な汚染環境を生じて栽培が困

難になる例があった.鉢物では，津波によるハウスの流失，

破損，停電や断水に加えてベンチが倒壊して栽培困難と

なった(鈴木， 2013). 

(2)復興対策の具体例

i)津波による，ほ場に集積した瓦礁の除去作業

瓦礁の除去作業の大部分は手作業によるもので，家屋や

工場などの残骸が集積している場所では重機を使い，小型

機械や手作業で土中にある瓦礁を丁寧に除去した

ii)土壌中の塩類集積の問題とその対策

EC値や塩素濃度は時間の経過ごとに調査した. pHは比

較的高い値を示し，塩化ナトリウム濃度も塩素濃度に比べ

て減少速度は遅かった. また， CECの高いほ場では，土

壌が固化する現象が発生した. この対策としては堆肥や籾

殻などの施用が有効であった(鈴木， 2013. 後述)• 

iii)地下水の塩水化とその対策

地下水の塩水化対策として，逆浸透膜を利用した除塩装

置の試験を行っている. ここで、用いた小型の地下水除塩、ン

ステムでは， EC，塩素イオン濃度，塩化ナトリウムイオ

ン濃度は原水の 10分の l以下， pHは原水よりやや低めに

下げることができ 1日当たり 1t程度の浄水能力が確保

されている.

(3)復興へ向けた取り組み

i)震災後3年が経過した復興概況

農地の復旧対象面積は約 13，000haであるが，震災後3年

が経過した 2014年4月末の復旧完成面積は約 10，351haで

復旧率は約 80%である.園芸用ガラス室，ハウスでは復旧

対象面積は約 178haに対して震災後3年経過した2014年4

月末現在の復旧面積は約 160haで，復旧率は約 90%であ

る.農業用地や園芸施設の復旧に関しては，震災後3年を

経過してほぼ目処が立ち始めているといえる.

(h句://www.pref.miyagi.jp/uploaded/甜achmentl256830.pdf). 

ii)宮城県農業・園芸総合研究所による，花き産業の復

旧に向けた試験研究

キク，カーネーション， ワタ，ストック，スイートピー

およびユリなどを用いて海水を希釈処理し，土壌中の EC

値を数段階に設定して植物体の反応を調査した.その結果，

キクやスイートピーでは， EC値が1.0dS・m-1以上で枯れ

る株が発生し，2.0dS・m-1以上でほとんどが枯れた.カー

ネーションでは，EC値が2.0dS・m-1で30%程度が枯れた.

これらの結果は生産現場に還元されて，キクの生産地の南

三陸町志津川や，カーネーションの生産地の名取市で復興

に役立っている(後述). 

(http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/res_center/nouenken.h回 1). 

2)宮城県本吉地域における花き生産者の被災状況と復興

対策の事例

宮城県南三陸町は宮城県北部に位置し，田尻畑地区は輪

ぎく栽培の生産が盛んで，周年栽培による安定供給で高い

市場評価を得てきた.しかし震災後の津波は想定外の山

中の深くまで入り込み，壊滅的な被害を受けた.

(1 )震災直後の課題と宮城県本吉農業改良普及センター

の活動

輪ぎくの生産者4名が2011年 11月に南三陸町復興組合

「華」を設立して被災ほ場の整備や施設，農機具類の復旧

を進めることになり，被災農家と関係機関を含めた産地全

体で検討を重ね，組合としての生産者の意志疎通の場を提

供した.その結果， 20日年 12月にはほ場の基盤整備が開

始され，翌年4月には 1haの露地ほ場が， 6月には1.5haの

鉄骨ハウスが整備されて 7月， 10月には再出荷を迎えるに

至った(高橋， 2013). 

i)輪ぎくの栽培の技術支援

ほ場栽培で客土した土壌は粘土質で苦土 (Mg)過剰状

態であったので，有機物施用の必要性，塩基バランス補正

する施肥方法を助言した結果，近隣酪農家のたい肥や石灰

質肥料を施用するなど，キク栽培に合う土づくり・施肥を

実践できるようになった.また，キクの花芽分化を検鏡す

るなどの交流の機会を増やしたことで， I和」を持って生

産課題に取り組もうとする姿勢や，施設回転率の向上，労
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第 1図 イチゴの高設栽培システムの仕様(岩崎原図)

左 イチゴ栽培槽(発泡スチローノレ製プランタ)
中 クラウン加温用熱交換パイプの敷設状況(矢印はパイプ)

右加温用ボイラ

第2図 南三陸町の輪ぎくの復興事例

(提供 宮城県本吉農業改良普及センター)

上左 ・震災後の田尻畑地区

上右 ・復興工事現場

中・生産開始状況

下左 ・南三陸町復興組合「華」の皆さん

下右:2012年度宮城県花き品評会にて農林水産大臣賞を受賞

第 3図 種差海岸のノハナショウブと 「守る会jの活動
左:津波を被っても生き残って開花したノハナショウプ

(丸で囲った部分がノハナショウブ.矢印は津波を被って枯れた木を示す 田淵原図)

中，右 「守る会」の方々の植物観察，保護活動(提供 松本和浩氏)
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力の低減化に取り組む動きが見られるようになった. 2012 

年度宮城県花き品評会で，輪ぎくが農林水産大臣賞を受賞

した(アグリッシブ南三陸， 2013)のはこれらの熱意の現

れであろう(第2図). 

ii)今後の普及に向けて

導入した鉄骨ハウスは，気密性や保湿性が高いので高度

な環境制御ができる反面，夏季の高温や冬季の高湿度が問

題となっている.また，露地栽培では客土材の物理，化学

性の改善を今後とも支援する必要がある.

3)宮城県南部における花き生産者の被災状況と復興対策

の事例

名取市は宮城県の中部，仙台市の南隣りに位置しており，

ここで生産されるカーネーションは高い評価を受けていた

が津波によって大きな被害を受けた.この地域のカーネー

ションの生産者，三浦氏は当時の状況を次のように述べて

いる. ["住んでいる小塚原地区は海岸から 3kmも離れてい

るが，約2mの高さの津波が押し寄せ，閑上(ゅりあげ)

と呼ばれる町の建物を押し流して，私が住んでいる小塚原地

区に集積，小塚原地区一帯は数メートルの高さの瓦礁の海

と化したJ. ここでは，生産者の立場からの復興について

取りまとめた(三浦， 2013). 

(1 )震災による被害状況

津波によって，パイプノ、ウスは半数が瓦礁に押し潰され

て使用不可能となり，ハウス内のカーネーションの倒伏や

ヘドロが堆積する被害があった.隣接する高柳地区では，

手前にあった仙台東部道路のおかげで津波の浸水による直

接的な被害は受けなかったが，停電で温室の加温が止まり，

仙台市場の閉鎖によって出荷ができなくなる二次的な被害

があった.津波による被害面積は，名取市花き生産組合全

体の面積の約40%になり，特に小塚原地区は全滅となった.

(2)生産再開までの経過

i)五醸，ヘドロの除去作業

津波によって倒された資材や瓦疎，ヘドロの堆積したほ

場を片付けることから始めた.広大な面積が被災したため，

作業はボランティアの方々の支援により行い， 2011年8月

までには撤去を終了した.その後，翌年夏の作付けに向け

て施設の復旧・修繕や資材の購入を実施し， 2012年3月に

は復旧を完了した.

ii)栽培土壌の改良，除塩作業

堆肥の「ヘドロパスターJ(ホーマック(株))， (農耕と

園芸， 2013)や，除塩を目的として「ダーウィン 1000J (吉

野石膏(株))と「ゼオライトJ(ゼオライト(株))を施用

し，栽培土壌の改良を行った.

iii)栽培再開後の問題点-1年間の休作が及ぼした影響

震災前と同様に6月中旬から定植を行ったところ，開花

の開始が2か月以上早まり 9月上旬となった.また，海岸

の防風林が消失して海風が強くなり，塩害により農家の周

囲にあった「いぐね」と呼ばれる林が消失し，海風が強く

なって気温が低下した.害虫の発生も多くなり，特にオオ

タバコガによる被害は甚大であった.スタンダードカー

ネーションの花膏を調べた結果によると，約 90%が幼虫

により食害されていた.

iv)卸売市場の再開の遅延

仙台市の花き卸売市場が再開したのは，震災後の翌年春

の彼岸需要が終わった2012年3月23日であった.その後，

被災地を応援する，いわゆる「幹」需要は期待はずれで，

現在に至るまで低調のままである.

生産農家である三浦氏の話を聞く限りでは，支援には感

謝しつつ，大変な努力によって再開にこぎつけたにも関わ

らず，生育不良や害虫被害により品質が回復せず，花き卸

売市場での価格低迷などで苦難続きであったようである.

2013年3月頃から品質も安定し，明るい兆しも見えてい

るが未だ先行きが不透明な状態である.

(http://www.maff.go.jp/tohoku/seisanlkaki/pdf/hukkou _ natori. 

pdf). 

4)復興のシンボルとしての花の価値

岩手県陸前高田市の通称「奇跡の一本松」は，津波によ

る甚大な被害に耐えて「復興のシンボル」となった(陸前

高田市， 2011). このように，植物は被災地の人々に復興

への希望と勇気を与える「象徴」となる場合がある. ここ

では，津波を被っても生き残ったノハナショウブ(東奥日

報， 2013)について，植物，特に「花jを通した被災地の

復興についての可能性を述べる.

(1 )種差海岸とノハナショウブ

種差海岸は青森県の南東部・太平洋岸に位置し，下北半

島からの砂浜と岩手県からのリアス式海岸との接点に当た

る全長 12kmの海岸である. ノハナショウブは， 日本伝統

の園芸植物「花菖蒲」の改良親であり (Tabuchiら， 2008; 

田淵， 2009)， 日本各地の内陸から海岸までの広範囲に

自生しているが東北地方には変異個体が多い(松本ら，

2010) .種差海岸の個体は，葉幅が非常に広くて厚みがあ

り下垂すること(定延ら， 2011)，花器官，特に外花被片

の形や色が様々で，花色は濃紫色でベルベット状になる個

体が多いことが特徴である(平松ら， 2008). 

(2)津波による影響

津波は，八戸市の沿岸部にも押し寄せ大きな被害をもた

らした. 2004年以来，当地で筆者らが調査を行ってきた

場所も約4mの高さの津波を受け，直後の調査では表土が

流失して約半数のノハナショウブが海水を被った

(3)名勝種差海岸・鮫町の自然を守る会(以下，守る会)と，

津波後の植物への想い，保護意識について

「守る会」は 1998年に発足し，地域に密着した植物の観

察会や保護活動を実施している.未曾有の津波によって被

災した人々の植物に対する想いを聞き取りによって調査し

た結果， ["強い生命力を感じ，逗しさや勇気をもらった

(40%) Jという回答が得られた(松本， 2013). それは自

然への脅威を認めつつも，植物，特に「花jは人々に復興

への勇気と希望をもたらす「象徴」になり得ることを示す
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ものであろう.会長の福固まり子氏は津波で家屋が全壊し

た被災者で、ある.日常生活が不自由な中，我々のノハナショ

ウブの調査・研究・発表を快諾し次のように話した. i津

波により全財産は消失したが，花だけはここに残った.生

まれ育ったこの場所に花が咲いているのを見ると，負けて

はいられないという勇気をもらえるJ.

(4)なぜ津波を受けた後もノハナショウブは残ったか?

津波を受けた場所は，著しい土壌侵食を受けたにも関わ

らず，残った根茎から花茎が伸長して開花した.根茎付近

の土壌のEC値は津波直後には70mS・m，l程度に達したが，

同年 10月には通常レベルに戻った(松本，未発表).元来，

種差海岸の土壌中の塩分濃度は，他の自生地よりも高いこ

と(平松ら， 2010)，根や葉の ATPase活性は淡水地の個

体と比較して著しく高く(田淵ら， 2008， 2011)，その活

性は T、~aCl 処理により著しく高まること(定延ら， 2012)， 

葉肉細胞が厚仁液胞が発達して NaClを溜めこむ仕組み

があること(田淵ら， 2013)などの研究結果から，種差海

岸のノハナショウブは，海水の存在下でもある程度生存

できる，いわば塩生植物のような耐塩性システム(高橋，

1997)を保有している可能性がある.

(5)花の持つ機能と，それを活かした復興計画

美しい花をつける植物や観賞植物は，その生産，流通，

利用を通して人々に豊かな生活を提供するが(金浜， 2010; 

松尾， 2010)，震災は被災地に生活する方々からそれらを

奪った. 自生地における被災地の花に対する想いは，花き

生産現場と共通の想いであろう.園芸学には，生産園芸と，

生活園芸としての両面がある(松尾， 2010). i守る会」の

方々の，花だからこそ復興に役立てることが多々あるとの

想いは生活面での園芸そのものであろう.三陸復興国立公

園は宮城県までの延長が予定されている(松本， 2013). 

植物(花)は，今後，各地域が協力・連携していくための

「象徴」として復興の一助になる機能性を保有していく可能

性を秘めている(第3図). 

3，まとめ

被災地域の園芸生産は復旧・復興に向かいつつあるが，

まだ始まったばかりである.今後とも長期間に渡る生産技

術の導入指導が必要である.関連学会，機関，民間企業

が協力して支援する体制づくりが早急に必要である.

謝辞調査に当たっては，被災地の方々には聞き取り

やシンポジウムにご協力・ご参加を頂きました.震災直後

からの復旧・復興活動でご多忙にも関わらずどうもありが

とうございました.心より感謝を申し上げますとともに

1日も早い復旧・復興を願っております.
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